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監修のことば

　本書は、校長・副校長・教頭等の教育管理職選考を受験する方に向け
て、合格するための力がつくよう、重要問題を収録した問題集です。
　2022 年版では、新型コロナウイルス感染症への対応として学校に求
められていることを軸として、オンライン教育や GIGAスクール構想
などによって大きく変わりつつある教育の在り方、「令和の日本型学校
教育」の答申など最新の動向をふまえ、効率的に、この本１冊で教育管
理職選考を突破するためのポイントをつかみ、最新かつ頻出の問題の解
き方を身につけることができるようにしました。

　「第１部　問題編」では、過去の全国の管理職選考における出題傾向
をふまえ、予想問題、正誤問題、空欄適語問題、択一問題、短答記述問
題の問題形式別に収録しています。頻出・最新のトピックスをもれなく
カバーしており、本書１冊で重要問題を学習することができます。
　「第２部　論文編」では、校長選考、教頭選考それぞれに出題される
論文について、模範解答例を掲載しています。学校管理職者としての主
体性を発揮した、具体的な策を記述する力を身につけてください。
　「第３部　面接・事前準備編」では、個人面接・集団面接・集団討論
のポイントを示すとともに、個人面接で想定される質問と回答例を示し
ました。また、教育委員会に事前に提出する書類の書き方、最新の教育
情勢についても解説しています。

　本書を参考に、学校管理職者としてのビジョンの構築を図っていただ
きたいというのが、本書の作成に携わった私たちの強い思いです。
　そして、この１冊をフルに活用して、一人でも多くの方が合格を勝ち
取ることを期待しています。

　2021 年 3 月
監修者　窪 田 眞 二
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正誤 14 　教育情報のセキュリティ対策   45
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正誤 17 　臨時・非常勤・会計年度任用職員   48
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正誤 19 　教員の研修   50
正誤 20 　産休・育休及び介護休業   51
正誤 21 　職員団体   52
正誤 22 　学校における働き方改革   53
正誤 23 　公立学校教職員人事行政調査結果   54

4　児童生徒の指導
正誤 24 　いじめ防止   55
正誤 25 　不登校への支援   56
正誤 26 　学校図書館とその役割   57
正誤 27 　学習評価と指導要録   58
正誤 28 　児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題調査   59
正誤 29 　国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2019）   60
正誤 30 　児童虐待の防止と学校   61

第 3章　空欄適語問題

1　教育制度・政策
空欄 1 　日本国憲法における国民の権利及び義務   62
空欄 2 　教育基本法における教育の目標   63
空欄 3 　教育委員会の設置及び組織   64



6

空欄 4 　学校教育法に定める学校   65
空欄 5 　義務教育と学校   66
空欄 6 　特別支援学校、特別支援学級、通級指導   67
空欄 7 　高等学校   68
空欄 8 　教育職員の免許状   69
空欄 9 　学年・学期、授業日・休業日   70

2　学校経営・運営
空欄 10 　校長の職務   71
空欄 11 　学校保健   72
空欄 12 　学校に備える表簿   73
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3　教職員の人事管理
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空欄 18 　人事評価   79
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4　児童生徒の指導
空欄 24 　新しい小・中学校学習指導要領   85
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択一 7 　多様な教育機会の提供   98
択一 8 　「令和の日本型学校教育」の構築を目指して（答申）   99
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第 5章　短答記述問題

1　教育制度・政策
記述 1 　教育基本法改正の趣旨   122
記述 2 　教育の目的・目標   123
記述 3 　法律に定める学校   123
記述 4 　教育行政の役割   124
記述 5 　教育振興基本計画   124
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記述 10 　児童生徒の就学義務   127
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記述 12 　就学援助制度   128
記述 13 　高等学校等就学支援金   128
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記述 15 　教育委員会と文部科学大臣の関係   129

2　学校経営・運営
記述 16 　学校マネジメント（学校経営）   130
記述 17 　学校の管理運営   130
記述 18 　学校施設・設備の管理   131
記述 19 　学校施設の目的外使用   131
記述 20 　学校の財務会計   132
記述 21 　学校給食費の公会計化   132
記述 22 　PDCAサイクル   133
記述 23 　教育課程等に関する教育委員会の指導   133
記述 24 　学校評価（自己評価、学校関係者評価）   134
記述 25 　学校評議員   134
記述 26 　チームとしての学校   135
記述 27 　地域運営学校（コミュニティ・スクール）   135
記述 28 　地域学校協働活動   136
記述 29 　幼小連携・小中連携   136
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記述 36 　教員の超過勤務と多忙感   140
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記述 60 　職務命令   152
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国際数学・理科調査で日本の小・中学生は上位をキープ  286

小学校の全学年を35人学級に移行へ  287

デジタル教科書の授業時数規制撤廃へ  288

2019年度のいじめ認知件数、過去最多の61万件  288
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学校給食費の「公会計化」に地域格差  289

児童虐待最多の19万3000件  289

学校・保護者等間の連絡手段のデジタル化  290

教員の懲戒免職処分歴の検索期間を40年に延長へ  290

｢タブレット端末全員配布」のGIGAスクール構想、配布率₂%  290

中学校への携帯電話持ち込み、原則禁止から一部容認へ  291

SNSで事件に巻き込まれた子どもが過去最多  291

子どもの体力の低下が明らかに  292

法令、答申、通知等  292

【 主要法令名略称 】
〇憲法	 ⇒		日本国憲法
〇地公法	 ⇒		地方公務員法
〇地教行法	 ⇒		地方教育行政の組織及び運営に関する法律
〇教特法	 ⇒		教育公務員特例法
〇教職給与特別法	 ⇒		公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等

に関する特別措置法
〇給与負担法	 ⇒		市町村立学校職員給与負担法
〇義務教育学校標準法	 ⇒		公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定

数の標準に関する法律
〇教育機会確保法	 ⇒		義務教育の段階における普通教育に相当する

教育の機会の確保等に関する法律
〇就学奨励法	 ⇒		就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励につ

いての国の援助に関する法律
〇特別支援学校就学奨励法	⇒		特別支援学校への就学奨励に関する法律
〇高校等就学支援金法	 ⇒		高等学校等就学支援金の支給に関する法律
〇教科書無償措置法	 ⇒		義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関

する法律
〇センター法	 ⇒		独立行政法人日本スポーツ振興センター法
〇個人情報保護法	 ⇒		個人情報の保護に関する法律
〇男女雇用機会均等法	 ⇒		雇用の分野における男女の均等な機会及び待

遇の確保等に関する法律
〇育児休業法	 ⇒		育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律
〇地方公務員育児休業法	 ⇒		地方公務員の育児休業等に関する法律

【 判例 】
〇最判昭58.2.18	 ⇒		最高裁判所判決昭和58年₂月18日

凡 例

問題編

1第 部
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予想
（正誤）1

　「SDGsアクションプラン2021」（SDGs推進本部・令2.12）
2040年 → 2030年

「人間」→「社会」
　

「すべての人に健康と安全を」 → 「すべての人に健康と福祉を」

　次の記述は、「SDGs（持続可能な開発目標）」に関する記述であ
る。正しいものに○を、誤りに×をつけなさい。

1 �SDGs（持続可能な開発目標）は、「貧困をなくそう」「質の高い教
育をみんなに」といった 17 の目標と具体的な 169 のターゲット
を設け、2040 年を達成期限とした世界共通の目標である。

2 �SDGs は地球規模の課題への挑戦で、持続可能な開発は、成長を
続ける「経済」、すべての人権を尊重する「人間」、そして「環境」
の三つが調和して初めて実現することが求められる。

3 �SDGs の 17 の目標は互いに関連していて複雑に絡み合い、パッ
ケージのようになっており、一つの目標を達成するには、別の
目標達成が必要になる。

4 �SDGs の「働きがいも経済成長も」という目標を達成するには、
新型コロナウイルス感染症への対処をターゲットにする別の目
標「すべての人に健康と安全を」の達成が欠かせない。

1第 章 予想問題

SDGs（持続可能な開発目標）

解説

3
4

2
1

正解 1-×　2-×　3-〇　4-×

17

予
想

　「新型コロナ感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライ
ン」（文部科学事務次官通知・令 2.6）

　
第 17 条 → 第 19 条
学校医 → 保健所
年次有給休暇 → 病気休暇

1 �持続的に児童生徒等の教育を受ける権利を保障していくため、学
校における感染およびその拡大のリスクを可能な限り低減した上
で、学校運営を継続していく必要がある。

2 �児童生徒等の感染が判明した場合又は感染者の濃厚接触者に特定
された場合には学校保健安全法第 17 条の規定に基づき出席停止
の措置を取る。児童生徒等に発熱等の風邪の症状がみられると
き、同居の家族に発熱等の風邪の症状がみられるときにも出席停
止の措置を取る。

3 �児童生徒等や教職員の感染が確認された場合、学校の設置者は、
濃厚接触者が学校医により特定されるまでの間、学校の全部又は
一部の休業を実施する。

4 �教職員本人が罹患した場合には、年次有給休暇等を取得させるこ
とや、発熱等の風邪症状により勤務しないことがやむを得ないと
認められる場合には特別休暇等を取得させること、教職員が濃厚
接触者であるなど当該教職員が出勤することにより感染症が蔓延
する恐れがある場合には在宅勤務や職務専念義務の免除により学
校へ出勤させないようにする。

　次の記述は、「新型コロナ感染症に対応した持続的な学校運営」
に関する記述である。正しいものに○を、誤りに×をつけなさい。

新型コロナ感染症に対応した持続的な学校運営

解説

4
3
2
1

正解 1-〇　2-×　3-×　4-×

予想
（正誤）2
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　「学びの保障」総合対策パッケージ（文部科学省・令 2.6）
　
出席停止 → 臨時休業
臨時休業 → 分散登校
放課後の活用 → 土曜日の活用
オンライン授業 → ICT 環境整備

1 �社会全体が、長期間にわたり、新型コロナウイルス感染症ととも
に生きていかなければならない状況であり、感染症対策を講じつ
つ、学校教育ならではの学びを大事にしながら教育活動を進め、
最大限子供たちの健やかな学びを保障する。

2 �やむを得ず出席停止を行わなければならない場合であっても、学
校が課す家庭学習と、教師によるきめ細かな指導・状況把握によ
り、子供たちの学習の継続及び学校との関係の維持を徹底する。

3 �ゼロか百かで考えるのではなく、感染拡大のリスクを最小限にし
つつ、人数・日時を限った臨時休業の積極的な活用などにより、
できるところから学校での学びを再開する。

4 �感染防止に配慮しつつ、時間割編成の工夫、長期休業期間の見直
し、放課後の活用、学校行事の重点化などのあらゆる手段を用い
て、学習の遅れを取り戻すようにする。

5 �特例的措置も活用した教育課程の見直しやオンライン授業などを
含め、柔軟な対応が可能となるための準備を進め、一旦収束して
も再度感染者が急激に増加するような場合であっても学校ならで
はの学びを最大限に確保する。

　次の記述は、『「学びの保障」総合対策パッケージ』に関する記述
である。正しいものに○を、誤りに×をつけなさい。

「学びの保障」総合対策パッケージ
予想
（正誤）3

解説

4
3

5

2
1

正解 1-〇　2-×　3-×　4-×　5-×
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予
想

　「GIGA スクール構想の実現へ・₁人₁台端末は令和の学びの『スタン
ダード』」（文部科学省・令元・12）

　
先進国の教育内容 → 我が国の教育実践
課題設定を図る授業 → 双方向型の一斉授業
能力に応じた学力 → 教育的ニーズ
主体的・対話的な学び → 双方向の意見交換

1 �1 人 1 台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備
することで、特別な支援を必要とする子供を含め、多様な子供
たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・
能力が一層確実に育成できる教育 ICT環境を実現する。

2 �これまでの先進国の教育内容と最先端の ICTのベストミックス
を図ることにより、教師・児童生徒の力を最大限に引き出すよう
にする。

3 �一斉学習でも学びの深化が図られ、教師は授業中でも一人一人の
反応を把握できて、子供たち一人一人の反応を踏まえた課題設定
を図る授業が可能になる。

4 �個別学習でも学びの転換が図られ、各人が同時に別々の内容を学
習できて、個々人の学習履歴を記録し、一人一人の能力に応じた
学力や、学習状況に応じた個別学習が可能になる。

5 �協働学習でも、一人一人の考えをお互いにリアルタイムで共有で
きて、子供同士で主体的・対話的な学びが可能になり、各自の考
えを即時に共有し、多様な意見にも即時に触れられる。

　次の記述は、「GIGA スクール構想」に関する記述である。正しい
ものに○を、誤りに×をつけなさい。

GIGAスクール構想
予想
（正誤）4

解説

4
3

5

2
1

正解 1-〇　2-×　3-×　4-×　5-×
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　｢新型コロナウイルス感染症を踏まえた、初等中等教育におけるこれ
からの学びの在り方について〜遠隔・オンライン教育を含む ICT 活用
を中心として｣（文部科学省初等中等教育分科会資料・令和 2.7）

1 �児童生徒の学びを保障するため、ICT を活用しつつ、教師によ
る（①）と遠隔・オンライン教育との組み合わせによる新しい（②）
を実践する。

2 �対面指導の重要性、遠隔・オンライン教育等の実践で明らかにな
る成果や課題を踏まえ、（③）に応じて、ICTを活用しつつ、教
師が対面指導と（④）と連携した遠隔・オンライン教育とを使い
こなす（ハイブリッド化）ことで（⑤）を展開する。

3 �すべての児童生徒に対し、社会において（⑥）に生きる基礎や、
国家や社会の形成者としての（⑦）を養うことを目的とする義務
教育と、義務教育の基礎の上に高度な（⑧）及び（⑨）を施すこと
を目的とする（⑩）における教育の違いにも留意する。

4 �（⑪）を一体的に育む「日本型学校教育」の良さを継承するととも
に、（⑫）と（⑬）等の考え方を適切に組み合わせることで、多様
な子供たちを誰一人取り残すことのないよう、個別最適化された
学びと、（⑭）とつながる（⑮）な学びを実現するための取組を進
める。

　次の記述は、「遠隔・オンライン教育」に関する記述である。（　）
内に適切な語句を入れなさい。

遠隔・オンライン教育
予想
（空欄）5

解説

正解

①―対面指導　②―教育様式　③―発達段階　④―家
庭や地域社会　⑤―協働的な学び　⑥―自立的　⑦―
基本的な資質　⑧―普通教育　⑨―専門教育　⑩―高
等学校　⑪―知・徳・体　⑫―履修主義　⑬―修得主
義等　⑭―社会　⑮―協働的・探求的

21

予
想

　「文部科学大臣からのメッセージ」（文部科学省・令和 2.8）

1 �新型コロナウイルス感染症にかからないようにするには、話をす
るときには（①）をしたり、（②）を洗ったり、具合が悪い場合に
は（③）を休んだりすることである。新型コロナウイルスには誰
もが感染する可能性がある。感染した人が悪いわけではない。

2 �学校や（④）の中で、感染することは悪いことだという（⑤）がで
きてしまうと、感染したと疑われることをおそれて、具合が悪く
なっても、言い出しにくくなり（⑥）にいくのが遅くなったりし
て、感染が広がることになる。

3 �感染した人や症状のある人を責めるのではなく、（⑦）の気持ち
を持ち、治って戻ってきたときには（⑧）迎えることが必要であ
る。また、感染した人達が（⑨）をかけられたり、扱いされたり
することが起きないようにする。

4 �感染者、（⑩）とその家族に対する誤解や（⑪）に基づく差別を行
わないことが必要である。感染を責める雰囲気が広がると、（⑫）
での受診が遅れたり、感染につながり得ることにもなる。

5 �ウイルスに感染しても症状がでない場合があり、自分が知らない
うちに広めてしまうこともあることから、重症化するリスクが高
い（⑬）や（⑭）がある方に接するときには注意が必要である。ま
た医療従事者や社会活動を支えている人たちへの（⑮）の気持ち
を持つことも必要である。

　次の文は、新型コロナウイルス感染症に関する差別・偏見の防止
についての記述である。（　）内に適切な語句を入れなさい。

新型コロナ感染症に関する差別・偏見の防止
予想
（空欄）6

解説

正解
①―マスク　②―手　③―学校　④―クラス　⑤―雰
囲気　⑥―病院　⑦―思いやり　⑧―温かく　⑨―心
ない言葉　⑩―濃厚接触者等　⑪―偏見　⑫―医療機
関　⑬―高齢者　⑭―基礎疾患　⑮―敬意や感謝
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1　教育制度・政策

正誤問題2第 章

教育基本法 17 条 1 項。
5か年計画であり、第 3期は 2018 年度から 2022 年度まで。
「人生 100 年時代」の到来である。
他に「教育投資の在り方」「次世代の教育の在り方」。
第 2部　今後 5年間の教育政策の目標と施策群。

解説

1 �同計画は、教育基本法に示された理念の実現、我が国の教育振興
施策の推進を図るために政府が策定する計画である。

2 �第 3 期教育振興基本計画は、10 か年計画であり、現在の計画期
間は 2018 年度から 2027 年度までとしている。

3 �同計画では、「人生 80 年時代」と「Society5.0」の到来に向けた教
育政策を重点事項としている。

4 �今後の教育政策の遂行に当たって特に留意すべき視点の１つに、
客観的な根拠を重視した教育政策の推進をあげている。

5 �今後の教育政策の目標と施策群では、5つの基本的な方針、21 の
教育政策の目標ごとに指標と施策群を立てている。

　次の文は、教育振興基本計画に関する記述である。正しいものに
○を、誤りに×をつけなさい。

教育振興基本計画�

1-○　2-×　3-×　4-○　5-○正解

2
1

4
3

5

正誤 1
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最高判平 9.8.29（憲法 21 条 2 項）。
特別支援教育の理念を没却するものであり、裁量権を逸脱、濫
用し違法。奈良地判平 21.6.26（憲法 26 条 1 項）。
職務命令は合法。最高判平 16.7.15（教基法 14 条 2 項）。
代替措置を講じないままの処分は裁量権の逸脱である。最高判
平 8.3.8。（憲法 20 条₁、₃項、教育基本法 15 条 1 項）。
最高判平 23.6.6（憲法 19 条）。

解説

1 �教科書検定は、不合格になったとしても、一般図書として出版す
ることも禁止されないから、憲法 21 条 2 項の検閲に当たらない、
とした。

2 �小学校では普通学級で学んでいた障害児の中学進学に際し、教育
委員会が特別支援学校に就学させるべきとした判断は、能力に応
じた教育を保障するもので妥当性がある、とした。

3 �高校教諭が、定年退職前に生徒会誌に寄稿した政治的意見の回想
文を、校長がその切り取りを職務命令として指示したのは、憲法
違反である、とした。

4 �高専の学生が、宗教的信条に基づき剣道実技を不参加したことに
対して高専側が、科目の不認定により進級拒否、退学処分をした
のは違法であるとした。

5 �教育委員会が通達した、卒業式等における国歌斉唱に関する実施
指針は、思想及び良心の自由を侵すものとして憲法 19 条に違反
するとはいえないとした。

　次の文は、憲法、教育基本法に係る判例に関する記述である。正
しいものに○を、誤りに×をつけなさい。

憲法、教育基本法に係る判例�

1-○　2-×　3-×　4-○　5-○正解

2

3
4

5

1

正
誤

正誤 2
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1　教育政策・時事

教頭選考論文7第 章

　新型コロナウイルス感染症対策を講じつつ、児童生徒への健やか
な学びを保障することが求められています。あなたは教頭として、
新型コロナウイルス感染症対策に努め、児童生徒の学びを保障する
ために配慮した学校運営の推進にどのように取り組んでいきます
か。具体的に述べなさい。（1,200 字程度）

新型コロナウイルス感染症での学びを保障する学校運営�

新型コロナウイルス感染症が流行しているが、学習指導要領
で示された「主体的・対話的で深い学び」を実践する必要がある。しかし、
感染症拡大のリスクを抱えているので、今までの学習方法や授業等の進
め方等感染防止に努めた最善の方法を模索しつつ、学校の諸活動を展開
する必要がある。わたしは教頭として、校長の指導を仰ぎながら、新型
コロナウイルス感染症対策に努め、児童生徒の学びを保障する学校運営
に次のように取り組む。
1　感染症対策を踏まえ学校行事、学校教育活動等の精選化を図る
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぐために、学校行事や学校
教育活動の見直しが求められている。そこで、教頭として校長の指導の

答案例

社会全体が、長期間にわたり、新型コロナウイルス感染症
とともに生きていかなければならない状況が生まれている。学校教育な
らではの学びを大事にしながら教育活動を進め、新型コロナウイルス感
染症対策と児童生徒への健やかな学びの保障を両立すること、その具体
的な対策が求められている。

出題の意図

教頭
論文 1

223

もと、①学校で行う教育課程について主幹教諭を中心に「教育課程見直
し委員会」を組織し、感染症対策に対応した教育課程の編成に努め、全
教職員の共通理解を図る。②時間割編成の工夫や長期休業期間の見直し、
土曜日の活用、学校行事の重点化等も感染拡大防止の観点から行ってい
く。③運動会、修学旅行、林間学校等の教育活動についても感染症予防
の観点から大胆に見直すようにさせる。
2　感染症対策に努めた指導方法の工夫・改善を図る
　新型コロナウイルス感染症対策を講じつつ、学校教育ならではの学び
を大事にしながら教育活動を進め、子供たちの健やかな学びを保障する
ことが求められている。そこで、教頭として教育課程見直し委員会の中
での協議を図り、①「何ができるようになるか」（育成を目指す資質・能力）
を踏まえて、感染対策を考慮した教室内の机の並び方、飛沫感染防止カー
テンの設置、授業形態等の工夫に努める。②「何を学ぶか」（指導すべ
き内容）を踏まえて、授業等の進め方、発問・挙手の仕方、話し合いの
仕方、児童生徒の学習効果等の見直しを図る。③「どのように学ぶか」（指
導内容）を考慮して、授業内容の精選、授業教材の見直し、活動場所の
選定等に努める。
3　地域・家庭の協力も得て、学習効果の最大化に努める
　一旦収束しても、再度感染者が急激に増加した場合などには、臨時
休業や分散登校などの措置も考えられる。そこで教頭として、① GIGA
スクール構想に基づいて学校の ICT 環境を整え、児童生徒に 1 人 1 台
端末の早期実現を図り、個別最適化学習の推進に努める。②リモート学
習や反転授業等も考慮に入れて、全教職員を支援し児童生徒一人一人の
反応を踏まえた双方向型授業実践の推進を図る。③地域・家庭の協力も
得て、「子供の学び応援サイト」等の活用も図って、児童生徒の健やか
な学びの保障に努める。
　新型コロナウイルス感染症拡大の中での教育活動の実践は、あらゆる
手段を活用して学びを取り戻す必要がある。わたしは教頭として、新型
コロナウイルス感染症防止に全力であたるとともに、児童生徒の学びを
保障する学校運営に全力であたる覚悟である。
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1　個人面接試験への対応

面接試験対策8第 章

個人面接試験のねらい

　校長の個人面接試験では、｢この人に一校を任せられるか｣ という視
点で、様々な内容や分野の質問がなされる。面接官は、受験者が学校経
営をする力を備えているかどうか質問をして判断する。
　副校長・教頭の個人面接試験では、「この人に校長の補佐が務まるか」
という視点で評価される。校長の補佐役として、学校組織を運営してい
くだけの力量があるかどうか判断される。
　また、個人面接試験において、回答以上に重要なのは、その答える態
度である。個人面接試験の受け答えの中から、教育への情熱、明朗さ、
快活さなどが評価される。豊かな識見を持ち、礼儀正しく、節度や品位
があり、落ち着いた回答ができているかどうかも見られる。
　校長・副校長・教頭といった管理職は、その学校の先達として保護者
や地域からの視線を集める存在といえる。誠実な雰囲気を持ち、清潔感
に溢れていることが、面接官の好感度を高めることになる。
　受験者の答えによっては面接官から「そんなことができるかね」｢実
際には無理だと思うが……｣ といった圧迫質問をしてくる場合もある。
受験者がどのように厳しい環境に立っても、管理職として毅然として不
退転の決意を持った対応ができるかどうか見たいのである。
　そして、面接試験は正しい答えを求める面と、答え方を見る 2つの面
がある。聞かれたことに対してすべて正確に答えたとしても、その答え
方が、ぶっきらぼうであったり、投げやりな答え方であったりしては、
面接官の印象はよくない。1つや 2つの問題が答えられなかったとして
も「わかりません。これからしっかり勉強します」と誠実な態度をとる
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ことが重要で、逆に謙虚であるという評価をもらえる場合もある。

個人面接試験で出題される分野

　個人面接試験では、主に、次のような 5つの分野から出題される。
①学校経営・学校運営の分野
　学校組織、学校制度、教育課程、学習指導、教職員管理、児童生徒の
管理、施設・設備の管理、学校保健の管理、予算・経理に関する問題、
情報の管理、諸文書の管理など幅広い分野で質問される。
②教育法規の分野
　学校管理規則や服務規程、学校教育法等教育関係の法規、教育公務員
として地方公務員法などの法規、管理職としての職務、服務、勤務条件、
休日・休暇等の条例、不審者や震災対応、危機管理体制等が含まれる。
③今日的課題について
　学校における働き方改革、学校組織マネジメント、チームとしての学
校、地域学校恊働活動、個別最適化された学び、いじめや不登校への対
応、文部科学省通知や中央教育審議会答申、都道府県・市町村の教育プ
ランや教育政策などについて質問される。
④身上や経歴などの分野
　なぜ管理職をめざすのかその志望理由、教育信念や教育信条、性格、
長所と短所、研修歴、児童生徒観、教育観、趣味や特技などについて質
問される。
⑤現任校に関する分野
　新型コロナウイルス感染症への対応、学校経営方針・重点事項等学校
経営上の課題、教職員組織、児童生徒の状況、保護者・地域の課題、保
護者からの苦情対応、校内研修、学力・体力・運動能力の状況などにつ
いて質問される。
　 5つの分野ごとに、予想される質問への回答を整理して準備しておく
必要がある。その際に、参考書等に書いてある回答を丸暗記するのでは
なく、自分の言葉で回答できるようにしておくことが大切である。
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新型コロナ感染拡大で授業再開延期

　新型コロナウイルスの感染拡大は令和２年４月に入っても収束せず、
政府は４月７日、首都圏の１都３県と大阪府、兵庫県、福岡県に緊急事
態宣言を出した。これら７都府県の大部分の公立学校は、４月６日から
再開する方針を示していたが、宣言を受け、全ての学校が再開延期を決
定した。多くが５月６日の再開を見据え調整し、感染拡大の推移を注視
した。首都圏に近い栃木県、群馬県などがほぼ全域で再開を見送ったほ
か、関西圏でも滋賀県が全自治体で休校延長を決めた。京都府と奈良
県、和歌山県でも広い範囲で再開を見送った。一方、私立学校は７都府
県の24％が予定通り学校を再開。７都府県以外の私立学校では、再開
が75％に達するなど、公立校との判断の差が顕著に現れた。臨時休業
は、学校保健安全法20条で学校の設置者に権限があると定められてお
り、私学の場合は自治体が強制することができない。

全国の学校で夏休み短縮

　新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、多くの学校が３月上旬から
５月末まで臨時休校したことに伴い、全国のほとんどの自治体が夏休み
を短縮した。夏休みの期間は文部科学省ではなく、自治体が決定する。
期間は、感染者が多数確認された大都市圏では、おおむね２～３週間と
され、春先の初期段階で感染が広がった岐阜県多治見市などでは、大幅
に短縮されて９日間となった。コロナ禍の影響を受けた各自治体は、土
曜授業の開催や運動会などの行事の中止により定められた授業時間確保
を目指したが、約３ヶ月に及んだ臨時休校期間の穴埋めをするには、夏
休みの短縮が必要と判断した。各地域の小学校の主な夏休み期間は、東

10第 章 最近の教育情勢
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京都８月１日～23日、神奈川県８月３日～16日、大阪府８月８日～23
日、名古屋市７月21日～８月16日、北海道８月８日～18日など。夏休
みの短縮には、子どもの健康面を懸念する声も上がった。近年は猛暑が
続き、学校での熱中症事故が続発しているが、教室内のクーラー設置率
が依然として低い自治体もある。エアコンが設置されている自治体と、
未設置の自治体とで夏休み期間に差が出るなど、自治体の予算規模が学
校運営に影響を及ぼした。

新型コロナ、家庭内感染が最多

　文部科学省は、令和２年６月１日から11月25日までに新型コロナウ
イルスの陽性反応が確認された小・中高校の児童生徒のうち、感染経路
は「家庭内」が最多と発表した。小学生73％（1,252人中916人）、中学
生64％（782人中504人）、高校生は32％（1,224人中388人）に上る。
感染経路が「学校内」だったのは、小学生76人（６％）、中学生75人
（10％）、高校生293人（24％）。有症状者は小学生434人（35％）、中学
生411人（53％）、高校生767人（63％）だった。
　学年が上がるほど学校内感染や感染経路不明が増え、行動範囲の広さ
が感染状況に影響していると考えられる。
　なお、教員の感染者数は、小学校169人、中学校121人、高校145人。
有症状者数は小学校124人（73％）、中学校100人（83％）、高校113人
（78％）。感染経路は「不明」が最も多く、小学校57％、中学校68％、
高校66％だった。５人以上の集団感染が確認されたのは、小学校12校、
中学校11校、高校36校だった。

新型コロナに感染、発症した場合の対応方針

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大をうけ、文部科学省は児童生徒
が感染、発症した場合の対応方針を各教育委員会に通知した。通知で
は、児童生徒の発症が確認された段階で、教育委員会は都道府県や保健


